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野村南アフリカ資源 

関連株投信 
 

償還運用報告書（全体版） 
 

第５期 (償還日2015年３月26日) 
 

作成対象期間 (2014年３月27日～2015年３月26日) 

 
受益者のみなさまへ 

 
 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 このたび、約款の規定にもとづき償還決算を行い、償還価額が決定いたしました。 
 ここに設定日から償還までの運用経過をご報告いたしますとともに、ご愛顧に対し 
 厚く御礼申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式 

信 託 期 間 2010年６月17日から2015年３月26日までです。 

運 用 方 針 

南アフリカの資源関連企業の株式※および資源価格に連動する上場投資信託証券を主要投資対象とし、信託財産の成長を図ることを
目的として積極的な運用を行うことを基本とします。 
株式への投資にあたっては、定量モデルによる割安性評価、資源価格から相対的に評価される現在の株価水準、商品価格動向等を総
合的に勘案し、投資候補銘柄を選別します。また、経営戦略等の定性面にも着目し、流動性等も考慮した上で、 終的なポートフォ
リオを構築します。 
外貨建て資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 
※主として南アフリカの金融商品取引所に上場されている資源関連企業の株式に投資しますが、南アフリカ以外の金融商品取引所に
上場されている、南アフリカおよびその他アフリカ諸国に拠点を置く資源関連企業の株式にも投資する場合があります。 

主な投資対象 南アフリカの資源関連企業の株式および資源価格に連動する上場投資信託証券を主要投資対象とします。 

主な投資制限 
株式への投資割合には制限を設けません。 
外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益等から、基準価額水準等を勘案して分配します。 
留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参  考  指  数

株  式
組入比率

株  式 
先物比率 

投資信託 
証  券 
組入比率 

純 資 産
総 額(分配落)

税 込 み 
分 配 金 

期 中
騰 落 率

 
期 中
騰 落 率

(設定日) 円 銭 円 ％ ％ ％ ％ ％ 百万円

2010年６月17日 10,000   － － 100.00 － － － － 17,579

１期(2011年３月28日) 10,910   150 10.6 116.21 16.2 94.0 － 3.1 8,441

２期(2012年３月26日) 9,144   0 △16.2 96.08 △17.3 94.0 － 4.6 3,312

３期(2013年３月26日) 8,438   0 △ 7.7 90.10 △ 6.2 92.2 － 3.9 2,035

４期(2014年３月26日) 8,935   0 5.9 100.40 11.4 92.6 － 5.3 1,498

(償還時) (償還価額)    

５期(2015年３月26日) 7,660.18 － △14.3 85.30 △15.0 － － － 1,018
 
＊ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

＊ 参考指数（＝FTSE／JSE南アフリカ資源株インデックス（円換算ベース））は、FTSE／JSE南アフリカ資源株インデックス（南アフリカ
ランドベース）をもとに、当社が独自に円換算したものです。なお、算出にあたっては、基準価額への反映を考慮して、営業日前日の
指数値を営業日当日の為替レート（対顧客電信売買相場仲値）で円換算しております。設定時を100として指数化しております。 

＊ “FTSEⓇ”は、ロンドン証券取引所（London Stock Exchange Plc）の商標です。「JSE」はJSE社（JSE Limited）の商標で、いずれもラ
イセンスに基づいてFTSEが使用しています。FTSE／JSE SA Resources Index（以下、本指数）は、JSEとともにFTSEによって算出され
ます。FTSE並びにJSEは、ファンドの支援、推奨、販売促進を行なうものではありませんし、その運営、取引やその結果に一切関与す
るものではなく、いかなる責任も負いません。本指数の指数値と構成銘柄リストの全ての著作権及びデータベースの権利はFTSEとJSE
に与えられています。野村アセットマネジメント株式会社は、ファンドの設定にあたってそれら著作権とデータベースの権利を使うた
めにFTSEから使用許可を得ています。 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参  考  指  数 株   式

組 入 比 率
株   式 
先 物 比 率 

投 資 信 託
証   券
組 入 比 率 騰 落 率  騰 落 率

(期  首) 円 銭 ％ ％ ％ ％ ％

2014年３月26日 8,935    － 100.40 － 92.6 － 5.3

３月末 9,133    2.2 102.81 2.4 93.3 － 5.2

４月末 9,307    4.2 105.42 5.0 92.2 － 5.4

５月末 9,241    3.4 103.36 2.9 96.5 － 4.0

６月末 9,229    3.3 103.23 2.8 94.8 － 3.7

７月末 9,803    9.7 110.26 9.8 94.5 － 3.9

８月末 9,373    4.9 104.54 4.1 95.7 － 4.2

９月末 8,831    △ 1.2 97.44 △ 2.9 93.1 － 5.7

10月末 8,277    △ 7.4 90.36 △10.0 87.6 － 7.0

11月末 8,795    △ 1.6 96.23 △ 4.2 91.7 － 6.3

12月末 8,049    △ 9.9 85.70 △14.6 93.7 － 4.8

2015年１月末 7,547    △15.5 82.20 △18.1 94.4 － 4.7

２月末 8,208    △ 8.1 91.18 △ 9.2 94.9 － 1.0

(償還時) (償還価額)  

2015年３月26日 7,660.18 △14.3 85.30 △15.0 － － －
 
＊ 騰落率は期首比です。 
＊ 株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 
 

 

 

（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパ

フォーマンスを示すものです。作成期首（2014年３月26日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）参考指数は、FTSE／JSE南アフリカ資源株インデックス（円換算ベース）です。作成期首（2014年３月26日）の値が基準価額と同一

となるように計算しております。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

 基準価額は、期首8,935円から期末7,660.18円となりました。 

 

・2014年３月から７月にかけて、イエレンFRB（米連邦準備制度理事会）議長が引き続き金融

緩和政策による景気下支えを行うと示唆したことやECB（欧州中央銀行）が利下げを実施し

たこと、６月の中国製造業PMI（購買担当者景気指数）が前月水準から改善したことなどか

ら株価が上昇したこと 

・８月以降は、商品価格の下落が相次いだことや、IMF（国際通貨基金）が世界景気の見通し

を下方修正したこと、南アフリカの財務省が頻発するストライキの影響などから2014年の

経済成長率の見通しを下方修正したことなどから株価が下落したこと   
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野村南アフリカ資源関連株投信 

・11月以降は、OPEC（石油輸出国機構）が加盟国産原油の需要見通しを引き下げたことや供

給過多の緩和に向けた減産を見送ったことなどから世界的な供給超過状態が長期化すると

の見方が広がって原油価格が大幅に下落したこと 

・2015年２月は、商品市況の反発や南アフリカの2014年10－12月のGDP（国内総生産）成長率

が市場予想を上回り、成長ペースの加速が確認されたことなどを好感して、株価が上昇し

たこと 

 

○投資環境 

 期中の南アフリカ株式市場は、FTSE／JSE南アフリカ資源株インデックス（配当込み、現地

通貨ベース）※の騰落率は－19.60％、FTSE／JSEアフリカトップ40指数（配当込み、現地通

貨ベース）※の騰落率は＋11.35％となりました。 

 期中の為替市場は、南アフリカランドは対ドルで下落し（米ドル高）、対円では上昇（円安）

となりました。 
 

※出所：Copyright 2014 FTSE／JSE 

 

○当ファンドのポートフォリオ 

・株式組入比率（投資信託証券を含む） 

 期を通じて、株式および上場投資信託証券への投資比率は概ね高位の組入れを維持しまし

た。 

 

・当作成期中の主な動き 

（１）株式への投資にあたっては、定量モデルによる割安性評価、資源価格から相対的に評

価される現在の株価水準、商品価格動向等を総合的に勘案し、投資候補銘柄を選別し

ました。 

（２）ポートフォリオの構築にあたっては、経営戦略等の定性面にも着目し、流動性等も考

慮した上で組入比率を決定しました。 

（３）個別銘柄では、アングロ・アメリカン（金属・鉱業）、サソル・リミテッド（石油・ガ

ス・消耗燃料）、BHPビリトン（金属・鉱業）などを組入上位銘柄としました。 

（４）為替につきましては、期を通じてヘッジは行いませんでした。 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

 当ファンドは運用の目標となるベンチ

マークを設けておりません。 

 コメント・グラフは、基準価額と参考指

数の騰落率の対比です。 

 

 参考指数の15.0％の下落に対し、基準価

額の騰落率は14.3％の下落となりました。

主な要因としては、素材セクターにおける

銘柄選択効果などがプラスに寄与しました。 

 

 

 

 

 

 

◎分配金 

 償還のため分配は行いませんでした。 

 

  

 

 

（注）基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注）参考指数は、FTSE／JSE南アフリカ資源株インデックス（円換算

ベース）です。 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

◎設定来の運用経過 

 

 

第１期（2010年６月17日～2011年３月28日） 

 基準価額は、設定時10,000円から期末11,060円（分配金込み）となりました。 

 

基準価額の主な変動要因 

＜株式市場＞ 

・2010年７月には、IMF（国際通貨基金）による世界経済成長率見通しの上方修正、米国企業

の好決算、欧州経済の先行きに対する不安が緩和されたことなどを背景に、世界の株式市

場が上昇したことに加え、好調な南アフリカの経済指標を受けて同国経済の先行きに対す

る見通しが改善したこと 

・2010年８月には、FOMC（米連邦公開市場委員会）で景気判断が下方修正されたことや米国

の経済指標の悪化などを背景に、世界の株式市場が下落したこと 

・2010年９月から2011年１月にかけては、米国の経済指標が市場予想を上回ったことや米国

企業の好決算、米国の追加金融緩和観測や中国の貿易統計が好調であったことなどを背景

に世界の株式市場が上昇したことに加え、発表された南アフリカの経済指標が好調であっ

たこと 

・2011年１月末には、エジプト情勢の緊迫化に伴いリスク回避の流れが広がったこと 

・2011年２月には、好調な欧米の経済指標や、米国企業の決算が概ね市場予想を上回る内容

だったことなどを背景に、世界の株式市場が上昇したこと 

・2011年３月には、南アフリカの経済指標が市場予想を下回ったこと 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

＜商品市場＞ 

・欧州での債務問題への懸念の高まりや、朝鮮半島情勢の悪化を受けて投資家のリスク回避

姿勢が強まったこと、米国の金融緩和観測などを背景として、金の価格が上昇したこと 

・米国や中国などの好調な経済指標を受けて景気後退への懸念が和らいだことなどを背景に、

プラチナやパラジウムなどの価格が上昇したこと 

・中国などの新興国における自動車生産やインフラ整備の活発化により拡大している銅需要

などを背景として、銅の価格が上昇したこと 

 

 収益分配金については基準価額水準等を勘案し、配当等収益と売買益（評価益を含む）等

から１万口当たり150円とさせていただきました。なお、留保益の運用につきましては、特に

制限を設けず、元本部分と同一の運用を行いました。 

 

第２期（2011年３月29日～2012年３月26日） 

 基準価額は、期首10,910円から期末9,144円となりました。 

 

基準価額の主な変動要因 

＜株式市場＞ 

・2011年４月には、南アフリカの経済指標が市場予想を上回ったことに加え、発表された欧

米企業の企業決算が好調だったこと 

・2011年５月には、ギリシャの信用不安の再燃や米国経済指標の悪化などを背景に世界の株

式市場が軟調に推移したこと 

・2011年６月から７月にかけては、米国景気の減速を示す経済指標や、QE2（量的緩和第２弾）

以降の更なる金融緩和策への期待が後退したこと、米国の債務上限引き上げ問題などを背

景に世界の株式市場が下落したことに加え、南アフリカ国内の金鉱山でストライキが拡大

したこと 

・2011年８月には、長引く米連邦債務上限引き上げ問題の混乱などで格付会社S&Pが米国の長

期債務の格下げを発表したこと、欧州債務問題に対する懸念などを背景に、世界の株式市

場が下落したこと 

・2011年９月には、FOMC（米連邦公開市場委員会）の声明で「景気見通しに著しい下振れリ

スクがある」と発表されたことを受けて世界景気に対する懸念が再び強まったこと 

・2011年10月には、バーナンキFRB（米連邦準備制度理事会）議長が追加の金融緩和措置を講

じる準備があると発言したことや米国の主要経済指標が市場予想を上回ったこと、ユーロ

圏首脳が危機収束に向けた措置を講じるとの期待が高まったことなどを受けて世界の株式

市場が上昇したこと 

  



u140496_00_3857953712705.docx 

 
― 8 ― 

野村南アフリカ資源関連株投信 

・2011年11月には、欧州債投資が主因となった米大手金融機関の経営破綻の報道、米国で財

政赤字削減をめぐる与野党協議が決裂したことや欧州債務問題への懸念が広がったことな

どを背景に、世界的に株価が下落したこと 

・2011年12月には、日米欧の主要中央銀行が米ドル資金の供給拡充で合意したことや、スペ

インやギリシャの国債の入札が好調な結果となったことなどを背景に、世界の株式市場が

上昇したこと 

・2012年に入り、良好な欧米の経済指標の発表が相次いだことやFOMC（米連邦公開市場委員

会）が低金利政策の継続期間延長を示唆したこと、ギリシャ議会で財政緊縮関連法案が可

決されたことなどを受けて世界の株式市場が上昇したことに加え、南アフリカの経済指標

が市場予想を上回ったこと 

 

＜商品市場＞ 

・欧州や米国での債務懸念を受けて投資家のリスク回避姿勢が強まったことなどを背景とし

て、金の価格が上昇したこと 

・欧米の景気減速懸念を受けて世界的に需要が後退するとの懸念が市場で広がったことなど

を背景として、プラチナや銅の価格が下落したこと 

 

 基準価額水準などを勘案し、収益分配は見送らせていただきました。なお、留保益の運用

につきましては、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行いました。 

 

第３期（2012年３月27日～2013年３月26日） 

 基準価額は、期首9,144円から期末8,438円となりました。 

 

基準価額の主な変動要因 

・欧州債務危機の深刻化懸念に加え、大手格付け会社がギリシャやスペインの銀行を格下げ

したことや、商品価格が下落したこと 

・ECB（欧州中央銀行）が無制限の国債購入プログラムを発表したことや、米格付会社

Moody'sがスペインの格下げを見送ったことなどを好感したこと 

・11月の米国雇用統計の改善、FOMC（米連邦公開市場委員会）にて追加資産購入策が発表さ

れたこと、「財政の崖」を巡る交渉の発展などを好感したこと 

・QE（量的金融緩和）の規模が縮小されるとの懸念や、イタリアの総選挙で、これまでの財

政緊縮路線に不透明感がでてきたこと 

 

 基準価額水準などを勘案し、収益分配は見送らせていただきました。なお、留保益の運用

につきましては、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行いました。   
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野村南アフリカ資源関連株投信 

第４期（2013年３月27日～2014年３月26日） 

 基準価額は、期首8,438円から期末8,935円となりました。 

 

基準価額の主な変動要因 

・2013年４月から６月にかけて、中国の景気鈍化が懸念されたことや、米国のQE3（量的金融

緩和第３弾）の規模縮小への観測が強まったこと、ギリシャ政情不安の再熱などから、商

品価格が下落したこと 

・７月以降は、QE3の早期規模縮小観測が後退したことや、主要各国が市場予想を上回る経済

指標を相次いで発表したことから、世界各国の株価が上昇したこと 

・12月以降は、FOMC（米連邦公開市場委員会）ではQE3の縮小が決定されたものの、縮小幅が

事前の市場予想と比べて小幅であったことなどを好感したこと 

・2014年２月は、イエレン新FRB（米連邦準備制度理事会）議長がこれまでの金融政策を継続

させる考えを示したことから、商品価格などが上昇したこと 

 

 基準価額水準などを勘案し、収益分配は見送らせていただきました。なお、留保益の運用

につきましては、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行いました。 

 

第５期（2014年３月27日～2015年３月26日） 

 基準価額は、期首8,935円から期末7,660.18円となりました。 

 

基準価額の主な変動要因 

・2014年３月から７月にかけて、イエレンFRB（米連邦準備制度理事会）議長が引き続き金融

緩和政策による景気下支えを行うと示唆したことやECB（欧州中央銀行）が利下げを実施し

たこと、中国の７月のHSBC中国製造業PMI速報値が一年ぶりの高水準となったことなどから

株価が上昇したこと 

・８月以降は、商品価格の下落が相次いだことや、IMF（国際通貨基金）が世界景気の見通し

を下方修正したこと、南アフリカの財務省が頻発するストライキの影響などから2014年の

経済成長率の見通しを下方修正したことなどから株価が下落したこと 

・11月以降は、OPEC（石油輸出国機構）が加盟国産原油の需要見通しを引き下げたことや供

給過多の緩和に向けた減産を見送ったことなどから世界的な供給超過状態が長期化すると

の見方が広がって原油価格が大幅に下落したこと 

・2015年２月は、商品市況の反発や南アフリカの2014年10－12月のGDP（国内総生産）成長率

が市場予想を上回り、成長ペースの加速が確認されたことなどを好感して、株価が上昇し

たこと 

 



u140496_00_3857953712705.docx 

 
― 10 ― 

野村南アフリカ資源関連株投信 

○１万口当たりの費用明細 (2014年３月27日～2015年３月26日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 181  2.052 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (111)  (1.265) ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、基
準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 62)  (0.701) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  8)  (0.086) ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 24   0.271  (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 22)  (0.254)  

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  2)  (0.018)  

（c） 有 価 証 券 取 引 税 18   0.199  (c)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数 
   ※有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 （ 株  式 ） ( 18)  (0.199)  

 （ 投 資 信 託 証 券 ） (  0)  (0.000)  

（d） そ の 他 費 用 11   0.120  (d)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） ( 10)  (0.115) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） (  0)  (0.002) 信託事務の処理に要するその他の諸費用 

 合 計 234   2.642   

期中の平均基準価額は、8,816円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊ 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小

数第３位未満は四捨五入してあります。 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

○売買及び取引の状況 (2014年３月27日～2015年３月26日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

外 

国 

 百株 千米ドル 百株  千米ドル 
アメリカ 220 427 220  351 

 千カナダドル  千カナダドル 
カナダ 80 164 80  131 

 千英ポンド  千英ポンド 
イギリス 4,435 834 4,825  979 
 (    －) (      7)

 千ランド  千ランド 
南アフリカ 44,363 89,811 71,854  212,507 
 (    －) (   410) (    －) (     81)

 
＊ 金額は受け渡し代金。 
＊ 単位未満は切り捨て。 
＊ ( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 

外 

国 

アメリカ 口 千米ドル 口 千米ドル 
 ETFS PHYSICAL PLATINUM － － 3,903 539 
 ETFS PHYSICAL PALLADIUM 5,730 460 8,940 686 
 DB PHYSICAL RHODIUM ETC 1,900 233 1,900 210 

小 計 7,630 694 14,743 1,436 
南アフリカ 千ランド 千ランド 

 THE NEWPLAT ETF 12,020 1,934 12,020 1,846 
小 計 12,020 1,934 12,020 1,846 

 
＊ 金額は受け渡し代金。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 
＊ 銘柄コード等の変更があった銘柄は、別銘柄として掲載しております。 

 

○株式売買比率 (2014年３月27日～2015年３月26日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 3,420,347千円
(b) 期中の平均組入株式時価総額 1,228,244千円

(c) 売買高比率（a）／（b） 2.78  
 
＊ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

株式 

投資信託証券 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

○利害関係人との取引状況等 (2014年３月27日～2015年３月26日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2015年３月26日現在) 

 

 2015年３月26日現在、有価証券等の組入れはございません。 

 

 

 
銘       柄 

期首(前期末) 

株   数 

(イギリス) 百株

RIO TINTO PLC-REG 74

GLENCORE PLC 315

小 計 
株 数 390

銘 柄 数 2

(南アフリカ) 

BHP BILLITON PLC 834

AFRICAN RAINBOW MINERALS LTD 150

DRDGOLD LTD 3,940

GOLD FIELDS LTD 247

NORTHAM PLATINUM LTD 874

EXXARO RESOURCES LTD 206

ANGLOGOLD ASHANTI LTD 567

PETMIN LTD 9,624

ANGLO AMERICAN PLATINUM LTD 115

SAPPI  LIMITED 1,796

SASOL LTD 487

IMPALA PLATINUM HOLDINGS LTD 674 

 
銘       柄 

期首(前期末) 

株   数 

(南アフリカ) 百株

KUMBA IRON ORE LTD 60

EASTERN PLATINUM LTD 3,996

ANGLO AMERICAN PLC 1,060

TONGAAT HULETT LTD 140

SIBANYE GOLD LTD 2,715

小 計
株 数 27,490

銘 柄 数 17

合 計
株 数 27,880

銘 柄 数 19
 
＊ 株数の単位未満は切り捨て。 
＊ 銘柄コード等の変更があった銘柄は、別銘柄として掲載しており

ます。 
 

 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 

口   数 

(アメリカ) 口

ETFS PHYSICAL PLATINUM 3,903

ETFS PHYSICAL PALLADIUM 3,210

合 計 
口  数 7,113

銘  柄  数 2
 
＊ 銘柄コード等の変更があった銘柄は、別銘柄として掲載しております。 
 

  

外国株式 

外国投資信託証券 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

○投資信託財産の構成 (2015年３月26日現在) 

項 目 
償 還 時 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

コール・ローン等、その他 1,036,347 100.0

投資信託財産総額 1,036,347 100.0
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

○資産、負債、元本及び償還価額の状況 （2015年３月26日現在) 

項 目 償 還 時 

  円

(A) 資産 1,036,347,334  

 コール・ローン等 1,036,345,548  

 未収利息 1,786  

(B) 負債 17,728,211  

 未払解約金 6,156,802  

 未払信託報酬 11,553,228  

 その他未払費用 18,181  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,018,619,123  

 元本 1,329,759,351  

 償還差損金 △  311,140,228  

(D) 受益権総口数 1,329,759,351口

 １万口当たり償還価額(Ｃ／Ｄ) 7,660円18銭
 
（注）期首元本額1,677百万円、期中追加設定元本額４百万円、期

中一部解約元本額351百万円、計算口数当たり純資産額
7,660.18円。 

（注）投資信託財産の運用の指図に係わる権限の全部又は一部を委
託する為に要する費用、支払金額7,754,627円。 

 

○損益の状況 (2014年３月27日～2015年３月26日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 19,031,998  

 受取配当金 18,417,240  

 受取利息 613,008  

 その他収益金 1,750  

(B) 有価証券売買損益 △161,230,832  

 売買益 156,152,059  

 売買損 △317,382,891  

(C) 信託報酬等 △ 28,157,633  

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △170,356,467  

(E) 前期繰越損益金 △140,894,764  

(F) 追加信託差損益金 111,003  

 (配当等相当額) (   18,027,286) 

 (売買損益相当額) (△ 17,916,283) 

 償還差損金(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △311,140,228  
 
＊ 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 
＊ 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加

設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をい
います。 
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野村南アフリカ資源関連株投信 

○投資信託財産運用総括表 
 

信 託 期 間 
投資信託契約締結日 2010年６月17日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2015年３月26日 資 産 総 額 1,036,347,334円

区   分 投資信託契約締結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託
負 債 総 額 17,728,211円

純 資 産 総 額 1,018,619,123円

受益権口数 17,579,597,072口 1,329,759,351口 △16,249,837,721口 受 益 権 口 数 1,329,759,351口

元 本 額 17,579,597,072円 1,329,759,351円 △16,249,837,721円 １万口当たり償還金 7,660円18銭

毎計算期末の状況 

計 算 期 元 本 額 純資産総額 基準価額 
１万口当たり分配金 

金   額 分 配 率 

第１期 7,737,126,478円 8,441,463,308円 10,910円 150円 1.50％

第２期 3,622,147,797   3,312,204,973  9,144  0   0.00  

第３期 2,411,919,396   2,035,248,798  8,438  0   0.00  

第４期 1,677,110,777   1,498,440,131  8,935  0   0.00  
 
 
 

○償還金のお知らせ  

１万口当たり償還金（税込み） 7,660円18銭 
 

 

○お知らせ 

①運用報告書（全体版）について電磁的方法により提供する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2014年12月１日＞ 

 

②書面決議の要件緩和等に関する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2014年12月１日＞ 

 

③ 書面決議に反対した受益者が受託者に対して行う受益権の買取請求を不適用とする所要の

約款変更を行いました。 ＜変更適用日：2014年12月１日＞ 

 

④デリバティブ取引等に係る投資制限に関する所要の約款変更を行いました。 

＜変更適用日：2014年12月17日＞ 

 


